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は じ め に

この報告書は、農林水産省が平成２２年２月１日現在で実施した２０１０年世界農林業センサスの

本県の調査結果をとりまとめたものです。

この調査は、農林業の生産構造及び就業構造等の実態や農山村地域の実態を把握するため、

昭和２５年以降１０年目ごとに世界農林業センサスとして実施するとともに、その中間年に農林業

センサスを実施しており、今回は農業では１３回目、林業では７回目の調査にあたります。

今回の結果においては、農林業経営体数が約４万２千経営体となり前回に比べて１９．２％減

少、販売農家の農業就業人口も、高齢による離農などにより６万４千人まで２４．７％減少してお

ります。また、農家の平均年齢は６５．２歳と前回よりも２．１歳上昇し、耕作放棄地面積について

は７，４４３haと前回に比べ２．０％増加しております。一方、経営耕地面積をみると１０．０ha以上の階

層で経営体数が増加し経営規模が拡大しております。

このように本県の農林業は、一部に経営規模の拡大が見られるものの、農業従事者の高齢

化、新規就農者の絶体的な不足や耕作放棄地の増加等による経営耕地の減少など、その経営環

境は一層厳しさを増しております。

今後、この報告書が山形県農林業再生のための基礎資料として御活用いただければ幸いで

す。

最後に、この調査の実施にあたり御協力をいただきました農林業経営体の皆様、調査員、指

導員、市町村関係者及び農業・林業関係の皆様に心から感謝申し上げますとともに、今後とも

なお一層の御協力をいただきますようお願いいたします。

平成２３年３月

山形県総務部総合政策局長

秋 葉 秀出男
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利 用 者 の か た へ

１ 調 査 の 目 的

２０１０年世界農林業センサス（以下「調査」という。）は、平成２２年を調査年とする農林業構造統

計（統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第４項に規定する基幹統計）を作成し、食料・農業・農

村基本計画及び森林・林業基本計画に基づく諸施策並びに農林業に関する諸統計調査に必要な基礎

資料を整備するとともに、国際連合食糧農業機関（ＦＡＯ）の提唱する２０１０年農業センサスのため

の世界計画の趣旨に従い、各国農林業との比較において我が国農林業の実態を明らかにすることを

目的としています。

２ 調 査 の 対 象

規定（６ 用語の解説「農林業経営体」参照）に該当するすべての農林業経営体（試験研究機

関、教育機関、福利厚生施設その他の営利を目的としない農林業経営体を除く）を対象としまし

た。

３ 調 査 期 日

平成２２年２月１日現在で実施しました。

４ 調 査 方 法

農林水産省－都道府県－市町村－指導員－調査員の実施系統で行う調査員調査で、農林業経営体

による自計調査により実施しました。

５ 数値について

� この報告書は、平成２２年１１月２６日に公表した「農林業経営体調査結果の概要（概数値）」を更

に詳細な審査を行って集計した結果であります。

� 統計数値については、各単位ごとに四捨五入しており、合計と内訳の計が一致しないことがあ

ります。

� 表中に用いた記号は以下のとおりです。

「０」…… 単位に満たないもの（例：０．４ha→０ha）

「－」…… 調査は行ったが、事実のないもの

「…」…… 事実不詳又は調査を欠くもの

「△」…… 負数又は減少したもの

「Ｘ」…… 秘密保護の観点から公表しないもの
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６ 用 語 の 解 説

� 農林業経営体

農林業経営体 農林産物の生産を行うか又は委託を受けて農林業作業を行い、生産又は作業

に係る面積・頭数が、次の規定のいずれかに該当する事業を行う者をいう。

� 経営耕地面積が３０ａ以上の規模の農業

� 農作物の作付面積又は栽培面積、家畜の飼養頭羽数又は出荷羽数、その

他の事業の規模が次の農林業経営体の外形基準以上の農業

① 露地野菜作付面積 １５ ａ

② 施設野菜栽培面積 ３５０ �
③ 果樹栽培面積 １０ ａ

④ 露地花き栽培面積 １０ ａ

⑤ 施設花き栽培面積 ２５０ �
⑥ 搾乳牛飼養頭数 １ 頭

⑦ 肥育牛飼養頭数 １ 頭

⑧ 豚飼養頭数 １５ 頭

⑨ 採卵鶏飼養羽数 １５０ 羽

⑩ ブロイラー年間出荷羽数 １，０００ 羽

⑪ その他 調査期日前１年間における農業生産物の

総販売額５０万円に相当する事業の規模

� 権原に基づいて育林又は伐採（立木竹のみを譲り受けてする伐採を除

く。）を行うことができる山林（以下「保有山林」という。）の面積が３ha

以上の規模の林業（調査実施年を計画期間に含む「森林施業計画」を策定

している者又は調査期日前５年間に継続して林業を行い育林又は伐採を実

施した者に限る。）

� 農作業の受託の事業

� 委託を受けて行う育林若しくは素材生産又は立木を購入して行う素材生

産の事業（ただし、素材生産については、調査期日前１年間に２００�以上
の素材を生産した者に限る。）

農 業 経 営 体 「農林業経営体」の規定のうち�、�又は�のいずれかに該当する事業を行
う者をいう。

なお、２０００年世界農林業センサスでは、販売農家、農家以外の農業事業体及

び農業サービス事業体を合わせた者となる。

林 業 経 営 体 「農林業経営体」の規定のうち�又は�のいずれかに該当する事業を行う者
をいう。

家 族 経 営 体 「農林業経営体」の規定のうち、世帯単位で事業を行う者をいう。
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組 織 経 営 体 「農林業経営体」の規定のうち、世帯単位で事業を行わない者（家族経営で

ない経営体）をいう。

� 組織形態別

法人化している

（法人経営体）

「農林業経営体」の規定のうち、法人化して事業を行う者をいう（一戸一法

人は含まれる。）。

農事組合法人 農業協同組合法（昭和２２年法律第１３２号）に基づき農業生産について協業を

図ることにより、共同の利益を増進することを目的として設立された法人をい

う。

会 社 以下に該当するものをいう。

株 式 会 社 会社法（平成１７年法律第８６号）に基づき、株式会社の組織形態をとっている

ものをいう。なお、会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成

１７年法律第８７号）に定める特例有限会社の組織形態をとっているものを含む。

合名・合資

会 社

会社法（平成１７年法律第８６号）に基づき、合名会社または合資会社の組織形

態をとっているものをいう。

合 同 会 社 会社法（平成１７年法律第８６号）に基づき、合同会社の組織形態をとっている

ものをいう。

相 互 会 社 保険業法（平成７年法律第１０５号）に基づき、加入者自身を構成員とし、お

互いが構成員のために保険業務を行う団体をいう。

各 種 団 体 以下に該当するものをいう。

農 協 農業協同組合法（昭和２２年法律第１３２号）に基づき組織された組合で、農業

協同組合、農業協同組合の連合組織（経済連等）が該当する。

森 林 組 合 森林組合法（昭和５３年法律第３６号）に基づき組織された組合で、森林組合、

生産森林組合、森林組合連合会が該当する。

そ の 他 の

各 種 団 体

農業災害補償法（昭和２２年法律第１８５号）に基づき組織された農業共済組合

や農業関係団体、または森林組合以外の組合、愛林組合、林業研究グループ等

の団体が該当する。林業公社（第３セクター）もここに含める。

その他の法人 農事組合法人、会社及び各種団体以外の法人で、特例民法法人、一般社団法

人、一般財団法人、宗教法人、医療法人などが該当する。
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農林業経営体の「家族・組織区分」と「個人・法人区分」の概念

家 族 （ 世 帯 ）
としての 経 営

組織（世帯以外）
としての 経 営

一戸一法人 非法人 法人 非法人

家族経営体 ○ ○

組織経営体 ○ ○

個人経営体 ○

法人経営体 ○ ○

地方公共団体・

財 産 区

地方公共団体とは、都道府県、市区町村が該当する。

財産区とは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）に基づき、市区町村の一部

を財産として所有するために設けられた特別区をいう。

個 人 経 営 体 「農林業経営体」の規定のうち、世帯単位で事業を行う者をいう（一戸一法

人は含まない。）。

� 農業経営組織別

単 一 経 営 農産物販売金額のうち、主位部門の販売金額が８割以上の経営体をいう。

準単一複合経営 農産物販売金額のうち、主位部門の販売金額が６割以上８割未満の経営体を

いう。

複 合 経 営 農産物販売金額のうち、主位部門の販売金額が６割未満の経営体をいう。

� 農業生産関連事業

農産物の加工 販売を目的として、自ら生産した農産物をその使用割合の多寡にかかわらず

用いて加工していることをいう。

貸 農 園 ・

体 験 農 園 等

所有又は借り入れている農地を第三者を経由せず農園利用方式等により非農

業者に利用させ、使用料を得ているものをいう。

なお、自己所有の農地を地方公共団体・農協が経営する市民農園に有償で貸

与しているものは含まない。

観 光 農 園 農業を営む者が、観光客等の第三者にほ場において自ら生産した農産物の収

穫等の一部農作業を体験又はほ場を観賞させて代金を得ている事業をいう。

農 家 民 宿 農業を営む者が、旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）に基づき都道府県知事

の許可を得て観光客等の第三者を宿泊させ、自ら生産した農産物や地域の食材

をその使用割合の多寡にかかわらず用いた料理を提供し料金を得ている事業を

いう。
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農家レストラン 農業を営む者が、食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）に基づき都道府県知

事の許可を得て、不特定の者に自ら生産した農産物や地域の食材をその使用割

合の多寡にかかわらず用いた料理を提供し料金を得ている事業をいう。

海外への輸出 収穫した農産物等を商社や団体を経由して海外へ輸出している場合、又は輸

出を目的として農産物の生産に取り組んでいる場合をいう。

� 土 地

経 営 耕 地 調査期日現在で農林業経営体が経営している耕地（けい畔を含む田、樹園地

及び畑）をいい、自ら所有し耕作している耕地（自作地）と、他から借りて耕

作している耕地（借入耕地）の合計である。土地台帳の地目や面積に関係な

く、実際の地目別の面積とした。

経営耕地＝所有地（田、畑、樹園地）－貸付耕地－耕作放棄地＋借入耕地

経営耕地の取り扱い方

� 他から借りている耕地は、届出の有無に関係なく、また、口頭の賃借契

約によるものも、すべて借り受けている者の経営耕地（借入耕地）とし

た。

� 請負耕作や委託耕作などと呼ばれるものであっても、実際は一般の借入

れと同じと考えられる場合は、その耕地を借り受けて耕作している者の経

営耕地（借入耕地）とした。

� 耕起又は稲刈り等のそれぞれの作業を単位として、作業を請け負う者に

委託している場合は、その耕地は委託者の経営耕地とした。

� 委託者が、収穫物のすべてをもらい受ける契約で、作物の栽培一切を人

に任せ、そのかわりあらかじめ決めてある一定の耕作料を相手に支払う場

合は、その耕地は委託者の経営耕地とした。

� 調査期日前１年間に１作しか行われなかった耕地で、その１作の期間を

人に貸し付けていた場合は、貸し付けた者の経営耕地とはせず、貸付耕地

（借り受けた側の経営耕地）とした。なお、「また小作」している耕地も、

「また小作している者」の経営耕地（借入耕地）とした。

� 共有の耕地を割地として各戸で耕作している場合や、河川敷、官公有地

内で耕作している場合も経営耕地（借入耕地）とした。

� 協業で経営している耕地は、自分の土地であっても、自らの経営耕地と

はせず、協業経営体の経営耕地とした。

	 他の市区町村や他の都道府県に通って耕作（出作）している耕地でも、

すべてその農林業経営体の経営耕地とした。したがって、○○県や○○町

の経営耕地面積として計上されているものは、その県や町に居住している

農林業経営体が経営している経営耕地の面積であり、いわゆる属人統計で

あることに留意する必要がある。
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耕地の取り扱い方

� 耕地面積には、けい畔を含めた。棚田などでけい畔がかなり広い面積を

占める場合には、本地面積の２割に当たる部分だけを田の面積に入れ（斜

面の面積ではなく、水平面積を入れる。）、残りの部分については耕地以外

の土地とした。

� 災害や労力の都合などで調査期日前１年間作物を栽培していなくても、

ここ数年の間に再び耕作する意思のある土地は耕地とした。

しかし、ここ数年の間に再び耕作する意思のない土地は耕地とはせず耕

作放棄地とした。

� 新しく開墾した土地は、は種できるように整地した状態になっていて

も、調査期日までに１回も作付けしていなければ耕地とはしなかった。

� 宅地内でも１ａ以上まとまった土地に農作物を栽培している場合は耕地

とした。

� ハウス、ガラス室などの敷地は耕地とした。ただし、コンクリート床な

どで地表から植物体が遮断されている場合や、きのこ栽培専門のものの敷

地は耕地とはしなかった。

� 普通畑に牧草を作っている場合は耕地とした。また、林野を耕起して

作った牧草地（いわゆる造成草地）も耕地とした。

なお、施肥・補播などの肥培管理をしている牧草栽培地は、は種後何年

経過していても耕地とし、肥培管理をやめていて近く更新することが確定

していないものは耕地以外の土地とした。

� 堤防と河川・湖沼との間にある土地に作物を栽培している場合は耕地と

した。

	 植林用苗木を栽培している土地は耕地とした。


 肥培管理を行っているたけのこ、くり、くるみ、山茶、こうぞ、みつま

た、はぜ、こりやなぎ、油桐、あべまき、うるし、つばきなどの栽培地は

耕地とした（刈敷程度は肥培管理とみなさない。）。

田 耕地のうち、水をたたえるためのけい畔のある土地をいう。

水をたたえるということは、人口かんがいによるものだけではなく、自然に

耕地がかんがいされるようなものも含めた。したがって、天水田、湧水田など

も田とした。

� 陸田（もとは畑であったが、現在はけい畔を作り水をたたえるようにし

てある土地や湛水のためビニールを張り水稲を作っている土地）も田とし

た。

� ただし、もとは田であってけい畔が残っていても、果樹・桑・茶など永

年性の木本性周年植物を栽培している耕地は田とせず樹園地とした。

なお、水をたたえるためのけい畔を作らず畑地にかんがいしている土地

は、たとえ水稲を作っていても畑とした。

稲を作った田 水稲を作った田をいう。ただし、青刈り用の稲は除いた。
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二毛作した田 水稲を作った田のうち、二毛作（裏作）をした田をいう。

また、裏作として青刈り飼料作物等を栽培した田及び裏作の作付け後、収穫

できなかった場合もここに含めた。

稲以外の作物

だけを作った田

過去１年間に水稲以外の作物だけを作った田のことをいう。

何 も

作らなかった田

災害や労力不足、転作などの理由で、過去１年間全く作付けしなかったが、

ここ数年の間に再び耕作する考えのある田をいう。

ここ数年の間に再び耕作するはっきりした考えのない土地は耕作放棄地とし

て、ここには含まない。

畑 耕地のうち田と樹園地を除いた耕地をいう。

普 通 畑 畑のうち、牧草専用地を除くすべてのもので、通常、草本性作物又は苗木等

を栽培することを常態とするものをいう。

また、焼畑、切替畑（林野で抜根せず、火入れにより作物を栽培する畑及び

畑と山林を輪番し、切り換えて利用する畑）など不安定な畑も含めた。

飼料用作物だけ

を 作 っ た 畑

飼料用作物や牧草のみを栽培した畑をいう。

牧草と輪作している畑はここに含めた。

牧草だけを継続して作った畑は、「牧草専用地」とした。

牧 草 専 用 地 牧草だけを継続的に栽培している土地をいう。

� 牧草のは種後何年経過していても、施肥及び補はんなどの肥培管理をし

ていればここに含めた。

� 草地造成により造成した牧草地をここに含めた（この場合の造成草地と

は、牧草のは種を完了したものをいう。）。

ただし、共有及び公有の造成草地で割地されていないものは除いた。

何 も

作らなかった畑

災害や労力不足などの理由で、過去１年間全く作付けしなかったが、ここ数

年の間に再び耕作するはっきりとした考えのある畑をいう。

ここ数年の間に再び耕作するはっきりした考えのない土地は耕作放棄地とし

て、ここには含まない。

樹 園 地 木本性周年作物を規則的又は連続的に栽培している土地で果樹、茶、桑など

が１ａ以上まとまっているもの（一定のうね幅及び株間を持ち、前後左右に連

続して栽培されていることをいう。）で肥培管理している土地をいう。

花木類などを５年以上栽培している土地もここに含めた。

樹園地に間作している場合は、利用面積により普通畑と樹園地に分けて計上

した。
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借 入 耕 地 他人から耕作を目的に借り入れている耕地をいう。

貸 付 耕 地 他人に貸し付けている自己所有耕地をいう。

耕 作 放 棄 地 以前耕作していた土地で、過去１年以上作物を作付け（栽培）せず、この数

年の間に再び作付け（栽培）する意思のない土地をいう。

� 農業用機械 現在所有している機械をいう。

� 農 作 物

販売目的の作物 販売を目的で作付け（栽培）した作物であり、自給用のみを作付け（栽培）

した場合は含めない。

また、販売目的で作付け（栽培）したものを、たまたま一部自給向けにした

ものは含めた。

� 家 畜

乳 用 牛 現在搾乳中の牛（乾乳中の牛を含む。）のほか、将来搾乳する目的で飼ってい

る牛、種牛（種牛候補を含む。）及びと殺前に一時肥育している乳廃牛をいう。

なお、肉用として肥育している未経産牛や肉用のおす牛、産後すぐ（１週間

程度）に肉用として売る予定の子牛は、ここには含めずに肉用牛に含めた。

肉 用 牛 肉用を目的として飼養している乳用牛以外の牛をいう。

乳用牛、肉用牛の区分は、品種区分ではなく、利用目的によって区分してお

り、乳用種のおすばかりでなく、子取り用のめす牛や未経産のめす牛も肥育を

目的として飼養している場合は肉用牛とした。

肥 育 中 の 牛 自ら肥育し、肉用として販売することを目的に飼養している牛をいう。

売る予定の子牛 自ら生産した子牛及び外から購入した子牛で、子牛のまま又は数か月間飼育

（育成）してから肥育もと牛として販売する予定で飼養している牛をいう。

豚 子取り用に飼養している６か月齢以上のめす豚及び自ら肥育し、肉用として

販売することを目的に飼養している豚をいう。

採 卵 鶏 卵の販売目的で飼養している鶏（ひなどりを含む。）をいう。

種鶏やブロイラー、愛がん用の東天紅・尾長鳥・ちゃぼなどは含まない。

なお、廃鶏も調査期日現在まだ飼養していれば、便宜上ここに含めた。

ブ ロ イ ラ ー 当初から食用に供する目的で飼養し、原則としてふ化後３か月未満で肉用と

して出荷した鶏をいう。

肉用種、卵用種は問わない。
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� 農 家 等

農 家 調査期日現在で、経営耕地面積が１０ａ以上の農業を営む世帯又は経営耕地面

積が１０ａ未満であっても、調査期日前１年間における農産物販売金額が１５万円

以上あった世帯をいう。

「農業を営む」とは、営利又は自家消費のために耕種、養畜、養蚕、又は自

家生産の農産物を原料とする加工を行うことをいう。

販 売 農 家 経営耕地面積が３０ａ以上又は調査期日前１年間における農産物販売金額が５０

万円以上の農家をいう。

自 給 的 農 家 経営耕地面積が３０ａ未満で、かつ、調査期日前１年間における農産物販売金

額が５０万円未満の農家をいう。

土地持ち非農家 農家以外で耕地及び耕作放棄地を合わせて５ａ以上所有している世帯をいう。

� 主 副 業 別

主 業 農 家 農業所得が主（農家所得の５０％以上が農業所得）で、調査期日前１年間に自

営農業に６０日以上従事している６５歳未満の世帯員がいる農家をいう。

準 主 業 農 家 農外所得が主（農家所得の５０％未満が農業所得）で、調査期日前１年間に自

営農業に６０日以上従事している６５歳未満の世帯員がいる農家をいう。

副 業 的 農 家 調査期日前１年間に自営農業に６０日以上従事している６５歳未満の世帯員がい

ない農家（主業農家及び準主業農家以外の農家）をいう。

農 業 専 従 者 調査期日前１年間に自営農業に１５０日以上従事した者をいう。

� 専 兼 業 別

専 業 農 家 世帯員の中に兼業従事者が１人もいない農家をいう。

兼 業 農 家 世帯員の中に兼業従事者が１人以上いる農家をいう。

兼 業 従 事 者 調査期日前１年間に他に雇用されて仕事に従事した者又は農業以外の自営業

に従事した者をいう。

第１種兼業農家 農業所得を主とする兼業農家をいう。

第２種兼業農家 農業所得を従とする兼業農家をいう。

生産年齢人口 １５～６４歳の者をいう。
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（参考）概念図

区 分

仕事への従事状況

農業のみに
従 事

農業とその他の仕事の両方に従事 そ の 他 の
仕事のみに
従 事

仕事に従事
し な い農業従事日数

が 多 い
その他の仕事への
従事日数が多い

ふ
だ
ん
の
主
な
状
態

仕
事
が
主

主に自営農業

農業従事者

基幹的農業従事者

主に他に勤務

農業就業人口

主に農業以外
の 自 営 業

家 事 ・ 育 児

学生（研修を含む）

上 記 以 外

� 農業労働力

雇 用 者 雇用者は、農業経営のために雇った「常雇い」及び「臨時雇い」（手間替

え・ゆい（労働交換）、手伝い（金品の授受を伴わない無償の受け入れ労働）

を含む）の合計をいう。

常 雇 い 主として農業経営のために雇った人で、雇用契約（口頭の契約でも構わな

い）に際し、あらかじめ７か月以上の期間を定めて雇った人をいう。

臨 時 雇 い 日雇い、季節雇いなど農業経営のために臨時雇いした人で、手間替え・ゆい

（労働交換）、手伝い（金品の授受を伴わない無償の受け入れ労働）を含む。

世 帯 員 原則として住居と生計を共にしている者をいう。出稼ぎに出ている人は含む

が、通学や就職のためよそに住んでいる子弟は除く。

また、住み込みの雇人も除く。

農 業 従 事 者 １５歳以上の世帯員のうち、調査期日前１年間に自営農業に従事した者をいう。

農業就業人口 自営農業に従事した世帯員（農業従事者）のうち、調査期日前１年間に自営

農業のみに従事した者又は農業とそれ以外の仕事の両方に従事した者のうち、

自営農業が主の者をいう。

基 幹 的 農 業

従 事 者

農業に主として従事した世帯員（農業就業人口）のうち、ふだん仕事として

主に農業に従事している者をいう。

� 林 業

所 有 山 林 実際に所有している山林をいう。

なお、登記は済んでいないものの、実際に相続している山林や購入した山林

を含む。

また、共有林などのうち、割り替えされない割地（半永久的に利用できる区

域）があれば、それも含めた。
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臨時雇い数

雇用者数

２０１０年世界農林業センサス農林業経営体調査の調査票では、臨時雇いについて「臨時

雇い」と「手間替え・ゆい（労働交換）・手伝い」を一括りで把握しているが、２００５年

農林業センサスでは、それぞれ区分して把握している。

このため、２００５年農林業センサスでは、同一の者が両方に該当した場合は重複してそ

れぞれの項目でカウントされることから、２０１０年世界農林業センサスよりも過大となる

可能性がある。

貸 付 山 林 所有山林のうち、山林として使用するため貸し付けている土地及び分収（土

地所有者と造林者が異なり、両者で収益を分配するもの）させている山林をい

う。

借 入 山 林 単独で山林として使用するため借り入れている土地及び分収している山林を

いう。

また、共有林などのうち、割り替えされる割地があれば、それも含めた。

保 有 山 林 保有山林＝所有山林－貸付山林＋借入山林

素 材 生 産 量 素材とは「丸太」のことをさし、原木ともいう。

一般的には立法メートル（�）の単位で表示される。
なお、立木買いによる素材生産（立木を購入し、伐木して素材のまま販売す

ることをいう。）量を含む。

植 林 山林とするために、伐採跡地や山林でなかった土地へ、苗木の植え付け、種

子の播き付け、挿し木などをすることをいう。

下 刈 り な ど 林木の健全な育成のために行う下刈り、除伐、つる切り、枝打ち、雪起こし

などの植林から間伐までの保育作業をいう。

なお、作業を年２回以上同一区画で行った場合あるいは同一区画で別々の作

業を行った場合の面積は、実面積とした。

間 伐 材木を健全に成長させるため、立木密度を調整し、劣勢木、不用木など林木

の一部を伐採することをいう。

主 伐 一定の林齢に生育した立木を、用材等で販売するために伐採することをいう。

なお、主伐には、一度に全面積伐採する皆伐と、区画内の立木を何回かに分

けて抜き切りする択伐があるが、択伐の場合であっても、面積は、伐採した全

体の区画とした。

また、被害木の伐採は含まない。

７ 数値の比較について

以下の統計については、２０１０年世界農林業センサスと２００５年農林業センサスでは調査対象又は調

査方法が異なるため比較する際には、留意する必要がある。
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この報告書についての問い合わせは、下記にお願いします。

〒９９０－８５７０ 山形市松波二丁目８－１

山形県総務部総合政策局統計企画課 経済統計班

電話 ０２３（６３０）２１８４

※この報告書については、山形県のホームページでも御覧いただけます。

ホームページＵＲＬ（山形県統計企画課のページ）

http : //www.pref.yamagata.jp/ou/somu/020052/
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図１ 農林業経営体数

第１表 経営耕地面積規模別経営体数
単位：経営体、％

実 数（経営体） 増 減 率
（％）

構 成 比（％）

平．２２ 平．１７ 平．２２ 平．１７

計 ４０，８３１ ５０，１６２ △１８．６ １００．０ １００．０

０．３ ha 未 満 ２，２２７ １，７００ ３１．０ ５．５ ３．４

０．３ ～ ０．５ ４，７４６ ５，５５０ △１４．５ １１．６ １１．１

０．５ ～ １．０ ９，０８９ １１，３６１ △２０．０ ２２．３ ２２．６

１．０ ～ ２．０ １０，１７４ １３，５２３ △２４．８ ２４．９ ２７．０

２．０ ～ ３．０ ５，２８４ ７，１６１ △２６．２ １２．９ １４．３

３．０ ～ ５．０ ４，８３５ ６，４９１ △２５．５ １１．８ １２．９

５．０ ～ １０．０ ３，３９５ ３，７３６ △ ９．１ ８．３ ７．４

１０．０ ～ ２０．０ ７８８ ５５８ ４１．２ １．９ １．１

２０．０ ha 以 上 ２９３ ８２ ２５７．３ ０．７ ０．２

結 果 の 概 要

Ⅰ 農林業経営体

平成２２年２月１日現在の農林業経営体数は４１，８５７経

営体となっている。このうち、農業経営体は４０，８３１経

営体で、２００５年農林業センサス（以下「前回」とい

う。）に比べ１８．６％減少した。

また、農業経営体のうち家族経営は３９，８６７経営体

で、前回に比べ１９．３％減少した。

林業経営体数は２，７５１経営体となり、前回に比べ

３７．３％減少した。（図１）

（注）農業経営と林業経営を併せて営んでいる経営体

は、農業経営体と林業経営体にそれぞれ含まれるた

め、農業経営体数と林業経営体数の合計と農林業経

営体数は一致しない。

Ⅱ 農 業 経 営 体

１ 農業経営の特徴

� 組織形態別経営体数

農業経営体を組織形態別に構成割合をみると、法人化している経営体が３６３経営体で全体の

０．９％、地方公共団体が９経営体で０．０％、法人化していない経営体が４０，４５９経営体で全体の

９９．１％となった。

� 経営耕地面積規模別経営体数

農業経営体を経営耕地面積規模別にみると、前回に比べ、０．３ha以上１０．０ha未満の各階層で

経営体数が減少しているのに対し、０．３ha未満及び１０．０ha以上の階層で増加している。（第１

表、図２）
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図２ 経営耕地面積規模別経営体数の増減率（平．２２／平．１７）

実 数（経営体） 増 減 率
（％）

構 成 比（％）

平．２２ 平．１７ 平．２２ 平．１７

計 ４０，８３１ ５０，１６２ △１８．６ １００．０ １００．０

販 売 な し １，９４０ ２，２８９ △１５．２ ４．８ ４．６

５０万 円 未 満 ７，１３６ ７，９２３ △ ９．９ １７．５ １５．８

５０ ～ １００ ６，９３７ ８，３１８ △１６．６ １７．０ １６．６

１００ ～ ２００ ７，３９７ １０，１５６ △２７．２ １８．１ ２０．２

２００ ～ ３００ ４，６３９ ５，９０４ △２１．４ １１．４ １１．８

３００ ～ ５００ ４，７５４ ６，３７０ △２５．４ １１．６ １２．７

５００ ～ ７００ ２，６７８ ３，２７８ △１８．３ ６．６ ６．５

７００ ～ １，０００ ２，４００ ２，７３４ △１２．２ ５．９ ５．５

１，０００～１，５００ １，４９４ １，８１０ △１７．５ ３．７ ３．６

１，５００～２，０００ ５２４ ５１９ １．０ １．３ １．０

２，０００～３，０００ ３９６ ４２２ △ ６．２ １．０ ０．８

３，０００万円以上 ５３６ ４３９ ２２．１ １．３ ０．９

第２表 農産物販売金額規模別経営体数
単位：経営体、％

� 農産物販売金額規模別経営体数

農業経営体を農産物販売金額規模別にみると、前回に比べ、１，５００万円未満の各階層及び

２，０００万円以上３，０００万円未満の階層で経営体数が減少しているのに対し、３，０００万円以上の階

層で増加している。（第２表）

� 農産物販売金額１位の主な部門別経営体数

農業経営体のうち、販売のあった３８，８９１経営体について、農産物販売金額１位部門の経営体

数の増減をみると、露地野菜が４９３経営体、２５．４％、施設野菜が９６経営体、１０．０％、花き・花

木が３６経営体、７．７％増加しているが、養豚、稲作、酪農などは減少している。

また、１位部門別構成比をみると、稲作が５９．３％、次いで果樹類が２５．３％とこの二つの部門

で８割を占めている。（第３表）
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第３表 農産物販売金額１位の部門別経営体数
単位：経営体、％

実 数（経営体） 増 減 率
（％）

構 成 比（％）

平．２２ 平．１７ 平．２２ 平．１７

販売のあった
経 営 体 数 計

３８，８９１ ４７，８７３ △１８．８ １００．０ １００．０

稲 作 ２３，０７７ ３２，６１３ △２９．２ ５９．３ ６８．１

露 地 野 菜 ２，４３３ １，９４０ ２５．４ ６．３ ４．１

施 設 野 菜 １，０５４ ９５８ １０．０ ２．７ ２．０

果 樹 類 ９，８２９ ９，８８１ △ ０．５ ２５．３ ２０．６

花 き ・ 花 木 ５０５ ４６９ ７．７ １．３ １．０

酪 農 ３２６ ４３６ △２５．２ ０．８ ０．９

肉 用 牛 ４４４ ４６６ △ ４．７ １．１ １．０

養 豚 １０５ １５１ △３０．５ ０．３ ０．３

第４表 農業経営組織別経営体数
単位：経営体、％

実 数（経営体） 増 減 率
（％）

構 成 比（％）

平．２２ 平．１７ 平．２２ 平．１７

販売のあった経営体数計 ３８，８９１ ４７，８７３ △１８．８ １００．０ １００．０

単 一 経 営 ２８，３０５ ３５，００１ △１９．１ ７２．８ ７３．１

準 単 一 複 合 経 営 ８，４１４ １０，１７１ △１７．３ ２１．６ ２１．２

複 合 経 営 ２，１７２ ２，７０１ △１９．６ ５．６ ５．６

注：販売した経営体数を１００．０％とした構成比である。

図３ 農業経営組織別経営体数の推移� 農業経営組織別経営体数

農業経営体のうち販売のあった３８，８９１経営体を農

業経営組織別にみると、単一経営（主位部門の販売

金額が８０％以上の経営体）が２８，３０５経営体（全体に

占める割合は７２．８％）で前回に比べ１９．１％、準単一

複合経営（主位部門の農産物販売金額が６０％以上

８０％未満の経営体）が８，４１４経営体（同２１．６％）で

前回に比べ１７．３％、複合経営体（主位部門の農産物

販売金額が６０％未満の経営体）が２，１７２経営体（同

５．６％）で前回に比べ１９．６％、それぞれ減少した。

（第４表、図３）

� 農業生産関連事業を行っている経営体の事業種類別経営体数

農業経営体で農業生産関連事業を行っている経営体を事業種類別にみると、「農産物の加工」

が８２３経営体、「観光農園」が３９４経営体、「貸農園・体験農園等」が１２３経営体、「農家レストラ

ン」が５０経営体、「農家民宿」が３２経営体、「海外への輸出」が２２経営体となっている。（複数

回答）

また、前回と比べてみると「農家レストラン」が６１．３％、「農家民宿」が５２．４％それぞれ増

加するなど、全ての事業種類で増加した。（第５表）
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第５表 農業生産関連事業を行っている農業経営体の事業種類別経営体数
単位：経営体、％

農産物の加工 貸農園・体験農園 観 光 農 園 農 家 民 宿 農家レストラン 海外への輸出

平．２２ ８２３ １２３ ３９４ ３２ ５０ ２２

平．１７ ６５３ １１４ ３４９ ２１ ３１ …

増減率（％） ２６．０ ７．９ １２．９ ５２．４ ６１．３ …

農産物の販
売のあった
経 営 体

農 協
農協以外の
集出荷団体

卸 売 市 場 小 売 業 者
食 品
製 造 業 ・
外 食 産 業

消 費 者 に
直 接 販 売

平．２２ ３８，８９１ ３２，２３４ ７，２５２ ５，６３３ １，８０９ ３８３ ７，７０３

平．１７ ４７，８７３ ４１，６１４ ７，２８８ ６，６３９ ２，１６６ ５１７ １０，３７０

増減率（％） △１８．８ △２２．５ △ ０．５ △１５．２ △１６．５ △２５．９ △２５．７

平．２２構成比
（％）

１００．０ ８２．９ １８．６ １４．５ ４．７ １．０ １９．８

平．１７構成比
（％）

１００．０ ８６．９ １５．２ １３．９ ４．５ １．１ ２１．７

第６表 農産物の出荷先別経営体数
単位：経営体、％

� 農産物出荷先別経営体数

農業経営体のうち、販売のあった経営体は９５．２％にあたる３８，８９１経営体で、出荷先別にみる

と「農協」が３２，２３４経営体（全体に占める割合８２．９％）で最も多くなっている。次いで「消費

者に直接販売」が７，７０３経営体（同１９．８％）、「農協以外の集出荷団体」が７，２５２経営体（同

１８．６％）などとなっている。（複数回答）

また、前回と比べてみると、「農協」が２２．５％、「食品製造業・外食産業」が２５．９％それぞれ

減少するほかその他の出荷先についても減少している。（第６表）

図４ 農産物の出荷先（販売金額首
位）別経営体数の構成比

なお、販売金額首位の出荷先別についてみて

みると、「農協」が２９，３０２経営体（全体に占め

る割合７５．３％）で前回に比べ２３．２％減少してい

る反面、「農協以外の集出荷団体」が４，３０７経営

体（同１１．１％）で前回に比べ３．７％、「消費者に

直接販売」が２，０９０経営体（同５．４％）で前回に

比べ７．０％、それぞれ増加している。（図４）

実 数 増減率
（％）平．２２ 平．１７

経営耕地面積 １０４，６８６ １０６，８７３ △ ２．０

田 ８７，１０９ ８８，５１０ △ １．６

畑 ９，２９６ ９，５８３ △ ３．０

樹 園 地 ８，２８２ ８，７８０ △ ５．７

第７表 経営耕地
単位：ha、％

２ 土 地

� 耕地種類別経営耕地面積

農業経営体の経営耕地面積は１０４，６８６haで前

回に比べ２，１８７ha、２．０％減少した。耕地種類別

にみると、田が８７，１０９haで前回に比べ１，４０１ha、

１．６％、畑が９，２９６haで前回に比べ２８７ha、３．０％、

樹園地が８，２８２haで前回に比べ４９８ha、５．７％、

それぞれ減少した。
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図５ 経営耕地面積規模別の経営耕地面積の構成割合

図６ 農業経営体の経営耕地面積の状況

地 域

借 入 耕 地 貸 付 耕 地

平．２２ 平．１７
増減率
（％）

平．２２ 平．１７
増減率
（％）

県 計 ３８，７１８２４，２７８ ５９．５１０，３８７ ５，０４７ １０５．８

村山地域 ９，９２１ ６，６２４ ４９．８ ３，４９９ １，８２１ ９２．１

最上地域 ３，５１２ ２，６１４ ３４．４ １，３２３ ５２８ １５０．６

置賜地域 ７，７０９ ６，５４４ １７．８ １，２９９ １，０６４ ２２．１

庄内地域 １７，５７６ ８，４９５ １０６．９ ４，２６７ １，６３６ １６０．８

第８表 地域別の借入耕地、貸付耕地の状況
単位：ha、％

実 数 増 減 率
（％）平．２２ 平．１７

過去１年間に施設園芸に
利用したハウス・ガラス室のある経営体数

５，１２９ ４，９９０ ２．８

過去１年間に施設園芸に
利用したハウス・ガラス室の面積

１，０３８ ９８２ ５．７

１経営体あたり面積 ２０．２ １９．７ ２．５

第９表 過去１年間に施設園芸に利用したハウス・ガラス室の状況
単位：経営体、ha、％

また、農業経営体について経営耕地面積規模別の構成割合をみると、５．０ha以上の経営耕地

面積の構成比は１５．３ポイント上昇して４８．０％となった。（第７表、図５）

� 借入耕地及び貸付耕地

農業経営体の借入耕地面積は３８，７１８haで、前回に比べ１４，４４０ha、５９．５％、貸付耕地面積は

１０，３８７haで、前回に比べ５，３４０ha、１０５．８％、それぞれ増加した。

なお、１経営体当たり平均の経営耕地面積は前回の２．１６haから２．６０haに増加した。（第８表、

図６）

� 過去１年間に施設園芸に使用したハウス・ガラス室

農業経営体のうち、過去１年間に施設園芸に使用したハウス・ガラス室のある経営体は、

５，１２９経営体であり、前回に比べ１３９経営体、２．８％増加している。

また、ハウス・ガラス室の面積は、前回と比べ５６ha、５．７％増加しており、１経営体あたり

の面積も増加している。（第９表）
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第１１表 類別作付（栽培）面積
単位：ha、％

作 付
（ 栽 培 ）
面 積

類 別 作 付 （ 栽 培 ） 面 積

稲 麦 類 雑 穀 いも類 豆 類 工 芸
農作物 野菜類 花き類・

花 木
その他
の作物

平．２２ ８０，３５６ ６４，０３７ １２２ ２，８５１ ６８ ６，８８９ ２６２ ４，８９８ ５６９ ６６０
平．１７ ７９，３４２ ６５，４２０ １１６ １，５８１ ９１ ５，８２５ ３６４ ４，７７３ ４９５ ６７６

増 減 率（％） １．３ △２．１ ５．２ ８０．３ △２５．３ １８．３ △２８．０ ２．６ １４．９ △２．４

平．２２構成比（％） １００．０ ７９．７ ０．２ ３．５ ０．１ ８．６ ０．３ ６．１ ０．７ ０．８
平．１７構成比（％） １００．０ ８２．５ ０．１ ２．０ ０．１ ７．３ ０．５ ６．０ ０．６ ０．９

作 付
（ 栽 培 ）
実経営体数

類 別 作 付 （ 栽 培 ） 経 営 体 数

稲 麦 類 雑 穀 いも類 豆 類 工 芸
農作物 野菜類 花き類・

花 木
その他
の作物

平．２２ ３３，８４７ ３０，１７２ １２２ ３，４９２ １，２６０ ５，６２６ ４６６ １０，２２５ １，５３２ ９２６
平．１７ ４４，２６９ ４２，４５３ １１６ ２，４０９ ２，９９５ ９，９０２ ７３４ １２，５５９ １，８３８ １，１１０

増 減 率（％） △２３．５ △２８．９ ５．２ ４５．０ △５７．９ △４３．２ △３６．５ △１８．６ △１６．６ △１６．６

第１０表 類別作付（栽培）経営体数
単位：経営体、％

第１２表 家畜の飼養経営体数と１経営体あたり飼養頭羽数
単位：経営体、頭、１００羽、％

飼 養 経 営 体 数 １経営体あたり飼養頭羽数
平．２２ 平．１７ 増減率（％） 平．２２ 平．１７ 増減率（％）

乳 用 牛 ４０９ ５０５ △１９．０ ３７．７ ３１．８ １８．６
肉 用 牛 ９３７ １，０８６ △１３．７ ３８．９ ２８．８ ３５．１
豚 １２２ １７３ △２９．５ １，１５８．２ ９０４．４ ２８．１

採 卵 鶏 ８９ １２７ △２９．９ ６７．１ ５８．４ １４．９
ブロイラー １９ ２４ △２０．８ ７２６．９ １，１３８．０ △３６．１

３ 農 作 物

� 販売目的で作付け（栽培）した作物の類別作付（栽培）経営体数と面積

農業経営体について、販売目的で作付け（栽培）した作物の類別作付（栽培）経営体数と面

積をみてみると、稲が３０，１７２経営体、６４，０３７haで最も多くなっている。

また、前回と比べてみると、稲が１２，２８１経営体（２８．９％）・１，３８３ha（２．１％）、いも類が

１，７３５経営体（５７．９％）・２３ha（２５．３％）、工芸農作物が２６８経営体（３６．５％）・１０２ha（２８．０％）、

その他の作物が１８４経営体（１６．６％）・１６ha（２．４％）それぞれ減少し、麦類が６経営体

（５．２％）・６ha（５．２％）、雑穀が１，０８３経営体（４５．０％）・１，２７０ha（８０．３％）それぞれ増加して

いる。豆類、野菜類、花き類・花木は、経営体数は減少しているが、面積は増加しており、そ

の他の作物は経営体数は増加しているが、面積は減少している。（第１０表、第１１表）

� 家畜を飼養している経営体数と飼養頭羽数

農業経営体における、家畜等の飼養経営体数は、前回に比べ減少しているが、１経営体あた

りの飼養頭羽数はブロイラーを除いて増加している。（第１２表）

４ 農作業の委託

農業経営体のうち、水稲作の作業を委託した経営体数は１６，３０３経営体で、前回に比べ８，９６５経

営体、３５．５％減少した。
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水稲作の作業
を委託した
実経営体数

水 稲 作 の 作 業 種 類 別 経 営 体 数

全 作 業
作業別に委託した

育 苗 耕起・代かき 田 植 防 除 稲刈り・脱穀 乾燥・調製
平．２２ １６，３０３ １，６９７ ３，９０６ ２，６８８ ３，０３３ ８，６９３ ７，６１９ ９，７８０
平．１７ ２５，２６８ ２，８４０ ５，５７４ ４，００２ ４，５８８ １２，５３９ １１，３３６ １６，２４４

増減率（％） △３５．５ △４０．２ △２９．９ △３２．８ △３３．９ △３０．７ △３２．８ △３９．８

第１３表 水稲作の作業種類別経営体数
単位：経営体、％

調 査 年
総 農 家 数 販 売 農 家 数

農 家 率
増 減 数 増 減 率 増 減 数 増 減 率

昭和２５年 １１２，９３５ … … … … … ４８．５
昭和３０年 １１５，０３９ ２，１０４ １．９ … … … ４８．０
昭和３５年 １１７，１４６ ２，１０７ １．８ … … … ４５．７
昭和４０年 １１５，２１５ △１，９３１ △ １．６ … … … ４２．６
昭和４５年 １１２，３４７ △２，８６８ △ ２．５ … … … ３９．２
昭和５０年 １０６，３５３ △５，９９４ △ ５．３ … … … ３４．５
昭和５５年 １００，５９７ △５，７５６ △ ５．４ … … … ３１．１
昭和６０年 ９２，７７６ △７，８２１ △ ７．８ ７９，７２６ … … ２８．０
平成２年 ８３，９９９ △８，７７７ △ ９．５ ７１，５９１ △８，１３５ △１０．２ ２４．６
平成７年 ７５，０９０ △８，９０９ △１０．６ ６３，７８５ △７，８０６ △１０．９ ２０．９
平成１２年 ６７，５７２ △７，５１８ △１０．０ ５６，６４４ △７，１４１ △１１．２ １７．９
平成１７年 ６１，５６７ △６，００５ △ ８．９ ４９，０１３ △７，６３１ △１３．５ １５．９
平成２２年 ５３，４７７ △８，０９０ △１３．１ ３９，１１２ △９，９０１ △２０．２ １３．８

第１４表 農家数の推移
単位：戸、％

注：農家率とは、総世帯（調査年の１０月１日現在の国勢調査の結果であり、平成２２年については１０月１日現在の国勢調査
の速報値を用いる。）に占める総農家の割合。

図７ 農家数の推移

作業別にみると、前回に比べ全作業が１，１４３経営体、４０．２％、乾燥・調製が６，４６４経営体、

３９．８％、田植が１，５５５経営体、３３．９％、耕起・代かきが１，３１４経営体、３２．８％、稲刈り・脱穀が

３，７１７経営体、３２．８％、防除が３，８４６経営体、３０．７％、育苗が１，６６８経営体、２９．９％それぞれ減少

し、すべての作業において減少している。（第１３表）

Ⅲ 総 農 家

平成２２年２月１日現在の総農家数は５３，４７７戸で前回に比べ８，０９０戸、１３．１％減少した。このうち、

販売農家は３９，１１２戸（総農家に占める割合７３．１％）で、前回に比べ９，９０１戸、２０．２％減少し、自給

的農家は１４，３６５戸（同２６．９％）で、前回に比べ１，８１１戸、１４．４％増加した。

また、地域別に総農家数をみると、いずれの地域でも減少し、庄内地域が県全体の減少率を上

回っている。（第１４表、図７、第１５表）
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総 農 家
地 域 販 売 農 家 自 給 的 農 家

平．２２ 平．１７ 増減率（％） 平．２２ 平．１７ 増減率（％） 平．２２ 平．１７ 増減率（％）

県 計 ５３，４７７ ６１，５６７ △１３．１ ３９，１１２ ４９，０１３ △２０．２ １４，３６５ １２，５５４ １４．４

村山地域 ２４，８３３ ２７，５９２ △１０．０ １７，３０６ ２１，０８０ △１７．９ ７，５２７ ６，５１２ １５．６

最上地域 ６，４５６ ７，１７１ △１０．０ ５，４１８ ６，１５８ △１２．０ １，０３８ １，０１３ ２．５

置賜地域 １０，８１９ １２，１５２ △１１．０ ７，６６１ ９，１８４ △１６．６ ３，１５８ ２，９６８ ６．４

庄内地域 １１，３６９ １４，６５２ △２２．４ ８，７２７ １２，５９１ △３０．７ ２，６４２ ２，０６１ ２８．２

第１５表 地域別農家数
単位：戸、％

図８ 主副業別農家数の構成

第１６表 地域別主副業別農家数の状況
単位：戸、％

地 域
主 業 農 家 準 主 業 農 家 副 業 的 農 家

平．２２ 平．１７ 増減率（％） 平．２２ 平．１７ 増減率（％） 平．２２ 平．１７ 増減率（％）
県 計 １１，０１６ １３，９９６ △２１．３ １１，３０６ １３，６４７ △１７．２ １６，７９０ ２１，３７０ △２１．４
村山地域 ４，４６６ ５，５１７ △１９．１ ４，６１５ ５，４３３ △１５．１ ８，２２５ １０，１３０ △１８．８
最上地域 １，４８４ １，５８４ △ ６．３ １，７９１ １，９４３ △ ７．８ ２，１４３ ２，６３１ △１８．５
置賜地域 ２，２１３ ２，６７８ △１７．４ １，９６４ ２，２０２ △１０．８ ３，４８４ ４，３０４ △１９．１
庄内地域 ２，８５３ ４，２１７ △３２．３ ２，９３６ ４，０６９ △２７．８ ２，９３８ ４，３０５ △３１．８

Ⅳ 販 売 農 家

１ 家族農業経営

� 主副業別農家数

販売農家３９，１１２戸を主副業別にみると、主業農家は１１，０１６戸（全体に占める割合２８．２％）

で、前回に比べ２，９８０戸、２１．３％の減少、準主業農家は１１，３０６戸（同２８．９％）で、前回に比べ

２，３４１戸、１７．２％の減少、副業的農家は１６，７９０戸（同４２．９％）で、前回に比べ４，５８０戸、２１．４％

の減少となった。

また、地域別にみると、すべての地域で減少しており、特に庄内地域での減少が大きかっ

た。（図８、第１６表）

� 専兼業別農家数

販売農家３９，１１２戸を専兼業別にみると、専業農家は６，９２４戸（全体に占める割合１７．７％）で、
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図９ 専兼業別農家数の構成

地 域
専 業 農 家 第１種兼業農家 第２種兼業農家

平．２２ 平．１７ 増減率（％） 平．２２ 平．１７ 増減率（％） 平．２２ 平．１７ 増減率（％）
県 計 ６，９２４ ６，４０９ ８．０ ８，９４２ １２，５４７ △２８．７ ２３，２４６ ３０，０５７ △２２．７
村山地域 ３，７１５ ３，４９６ ６．３ ３，４６５ ４，７１０ △２６．４ １０，１２６ １２，８７４ △２１．３
最上地域 ６４７ ４６２ ４０．０ １，３０９ １，５２９ △１４．４ ３，４６２ ４，１６７ △１６．９
置賜地域 １，３６１ １，０７３ ２６．８ １，７５６ ２，４８４ △２９．３ ４，５４４ ５，６２７ △１９．２
庄内地域 １，２０１ １，３７８ △１２．８ ２，４１２ ３，８２４ △３６．９ ５，１１４ ７，３８９ △３０．８

第１７表 地域別専兼業別農家数の状況
単位：戸、％

第１８表 自営農業に従事した世帯員の状況
単位：人、％

実 数（人）
増減率（％）

平．２２ 平．１７

１１５，７６１ １４６，５３０ △２１．０

農 業 従 事 者 男 ６３，２５２ ８０，４３２ △２１．４

女 ５２，５０９ ６６，０９８ △２０．６

６４，３３５ ８５，３８４ △２４．７

農 業 就 業 人 口 男 ３４，３１８ ４２，４４１ △１９．１

女 ３０，０１７ ４２，９４３ △３０．１

５２，０１５ ５７，６７２ △ ９．８

基幹的農業従事者 男 ３１，５２６ ３４，８０６ △ ９．４

女 ２０，４８９ ２２，８６６ △１０．４

前回に比べ５１５戸、８．０％増加した。

一方、第１種兼業農家は８，９４２戸（同２２．９％）で、前回に比べ３，６０５戸、２８．７％の減少、第２

種兼業農家は２３，２４６戸（同５９．４％）で、前回に比べ６，８１１戸、２２．７％の減少となった。

また、地域別にみると、庄内地域で専業農家が１２．８％減少しているほかは、いずれも専業農

家が増加し、兼業農家が減少している。（図９、第１７表）

２ 家族農業経営の世帯員

� 農家世帯員の就業状態

販売農家の自営農業に従事した世帯員数をみると、農業従事者数は１１５，７６１人で、このうち、

農業就業人口は６４，３３５人、基幹的農業従事者は５２，０１５人となっている。

これらを前回と比べると、農業従事者数が３０，７６９人、２１．０％、農業就業人口が２１，０４９人、

２４．７％、基幹的農業従事者数が５，６５７人、９．８％それぞれ減少した。（第１８表）
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注：平成２年、平成７年、平成１２年、平成１７年及び平成２２年については、総人口に対する販売農家における農業
就業人口割合。
なお、総人口については、調査年の１０月１日現在の国勢調査の結果であり、平成２２年については１０月１日現

在の国勢調査の速報値を用いている。

図１１ 総人口に占める農業就業人口の推移

図１２ 販売農家における農業就業人口に占める老齢人口割合の推移

� 農業就業人口の推移

販売農家における昭和４５年以降の総人口に占める農業就業人口の割合の推移をみると、昭和

４５年には５人に１人程度であったが、その後次第に減少し、平成２２年には２０人に１人程度の割

合まで減少した。

また、平成１２年以降の農業就業人口に占める

６５歳以上の老齢人口の割合の推移をみると、

年々高齢者の占める割合が増加してきている

が、平成２２年は増加幅が縮小している。

また、農業就業人口の平均年齢は、前回の

６３．１歳から６５．２歳となった。（図１０、図１１、図

１２、第１９表、図１３）

図１０ 農業就業人口の推移
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実 数（人） 構 成 比（％）

平．２２ 平．１７ 平．１２ 平．２２ 平．１７ 平．１２

計 ６４，３３５ ８５，３８４ ９３，５３６ １００．０ １００．０ １００．０

１５歳～２９歳 １，９２５ ４，０３８ ４，２５０ ３．０ ４．７ ４．５

３０歳～４９歳 ５，２５９ ８，４４１ １３，１６３ ８．２ ９．９ １４．１

５０歳～６４歳 １９，９３８ ２４，４７８ ２８，４８８ ３１．０ ２８．７ ３０．５

６５歳 以 上 ３７，２１３ ４８，４２７ ４７，６３５ ５７．８ ５６．７ ５０．９

第１９表 年齢階層別就業人口の状況
単位：人、％

図１３ 年齢階層別農業就業人口の対比

図１４ 農家及び土地持ち非農家の
耕作放棄地の推移

第２０表 地域別農家別耕作放棄地面積の状況
単位：ha、％

地 域
計 販 売 農 家 自 給 的 農 家 土地持ち非農家

平．２２ 平．１７
増減率
（％）

平．２２ 平．１７
増減率
（％）

平．２２ 平．１７
増減率
（％）

平．２２ 平．１７
増減率
（％）

県 計 ７，４４３ ６，７９７ ９．５ ２，９０２ ３，１６１ △ ８．２ １，５２６ １，１５３ ３２．４ ３，０１５ ２，４８３ ２１．４

村山地域 ３，８０１ ３，４４５ １０．３ １，５２５ １，６８２ △ ９．３ ８７３ ６４１ ３６．２ １，４０２ １，１２２ ２５．０

最上地域 ６８６ ６１４ １１．７ ３９６ ３６７ ７．９ ６８ ５８ １７．２ ２２１ １８９ １６．９

置賜地域 １，７４９ １，６２５ ７．６ ６０６ ６３６ △ ４．７ ３６５ ３１８ １４．８ ７７８ ６７１ １５．９

庄内地域 １，２０８ １，１１３ ８．５ ３７５ ４７５ △２１．１ ２１８ １３７ ５９．１ ６１６ ５０１ ２３．０

（参考）農業経営体全体の耕作放棄地面積は２，９７７haで、前回に比べ２４５ha、７．６％減少した。

Ⅴ 耕作放棄地面積

農家及び土地持ち非農家の耕作放棄地面積は７，４４３haで、

前回に比べ６４６ha、９．５％増加した。

また、地域別にみてみると、販売農家については最上地

域で増加しているほかは、いずれも減少し、自給的農家及

び土地持ち非農家についてはすべて増加している。（図１４、

第２０表）
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計 保有山林なし ３ha未満 ３～５ha ５～１０ １０～５０ ５０ha以上

平．２２ ２，７５１ ２５ ２１ ８８３ ８３０ ８２２ １７０

平．１７ ４，３８８ ４４ ２６ １，５２８ １，３５４ １，２２９ ２０７

増減率（％） △３７．３ △４３．２ △１９．２ △４２．２ △３８．７ △３３．１ △１７．９

平．２２構成比
（％）

１００．０ ０．９ ０．８ ３２．１ ３０．２ ２９．９ ６．２

平．１７構成比
（％）

１００．０ １．０ ０．６ ３４．８ ３０．９ ２８．０ ４．７

第２１表 保有山林面積規模別経営体数
単位：経営体、％

図１５ 保有山林面積規模別経営体数の構成割合

Ⅵ 林 業 経 営 体

林業経営体２，７５１経営体を保有山林面積規模別でみると、前回に比べ３ha以上５ha未満の階層が

４２．２％、５ha以上１０ha未満の階層が３８．７％それぞれ減少するほか全ての階層で減少した。

また、その構成割合をみると１０ha以上５０ha未満層が２９．９％、５０ha以上層が６．２％で前回に比べ１．９

ポイント、１．５ポイントそれぞれ増加した。（第２１表、図１５）
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付 表



１ 農 業 経 営 体

１－１表 経営耕地面積規模別経営体数の推移

注：平成７年及び１２年は販売農家の値

単位：経営体、％

計 ０．３ha未満 ０．３～０．５ ０．５～１．０ １．０～１．５ １．５～２．０ ２．０～３．０ ３．０～５．０ ５．０ha以上

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

実

数
（
経
営
体
）

平成７年 ６３，７８５ ６０２ ８，１５６ １５，９４２ １１，０９３ ７，６３７ ９，３５７ ７，９３３ ３，０６５

１２ ５６，６４４ ６８５ ６，８３２ １３，９２８ ９，４１６ ６，５５８ ８，２７０ ７，２２８ ３，７２７

１７ ５０，１６２ １，７００ ５，５５０ １１，３６１ ７，９６４ ５，５５９ ７，１６１ ６，４９１ ４，３７６

２２ ４０，８３１ ２，２２７ ４，７４６ ９，０８９ ６，０５５ ４，１１９ ５，２８４ ４，８３５ ４，４７６

�
�
�
�
�
�
�
�

増
減
数
（
経
営
体
）

１２－７ △７，１４１ ８３ △１，３２４ △２，０１４ △１，６７７ △１，０７９ △１，０８７ △７０５ ６６２

１７－１２ △６，４８２ １，０１５ △１，２８２ △２，５６７ △１，４５２ △９９９ △１，１０９ △７３７ ６４９

２２－１７ △９，３３１ ５２７ △８０４ △２，２７２ △１，９０９ △１，４４０ △１，８７７ △１，６５６ １００

�
�
�
�
�
�
�
�

増

減

率
（
％
）

１２－７ △１１．２ １３．８ △１６．２ △１２．６ △１５．１ △１４．１ △１１．６ △８．９ ２１．６

１７－１２ △１１．４ １４８．２ △１８．８ △１８．４ △１５．４ △１５．２ △１３．４ △１０．２ １７．４

２２－１７ △１８．６ ３１．０ △１４．５ △２０．０ △２４．０ △２５．９ △２６．２ △２５．５ ２．３

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

構

成

比
（
％
）

平成７年 １００．０ ０．９ １２．８ ２５．０ １７．４ １２．０ １４．７ １２．４ ４．８

１２ １００．０ １．２ １２．１ ２４．６ １６．６ １１．６ １４．６ １２．８ ６．６

１７ １００．０ ３．４ １１．１ ２２．６ １５．９ １１．１ １４．３ １２．９ ８．７

２２ １００．０ ５．５ １１．６ ２２．３ １４．８ １０．１ １２．９ １１．８ １１．０
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１－２表 経営耕地規模別経営体数（地域別）
単位：経営体、％

計 ０．３ha未満 ０．３～０．５ ０．５～１．０ １．０～１．５ １．５～２．０ ２．０～３．０ ３．０～５．０ ５．０ha以上

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

実

数
（
経
営
体
）

総 数

�
�
�
�

１７年 ５０，１６２ １，７００ ５，５５０ １１，３６１ ７，９６４ ５，５５９ ７，１６１ ６，４９１ ４，３７６

２２年 ４０，８３１ ２，２２７ ４，７４６ ９，０８９ ６，０５５ ４，１１９ ５，２８４ ４，８３５ ４，４７６

村山地域

�
�
�
�

１７年 ２１，５５９ ９８２ ３，３８０ ６，６２７ ４，１９７ ２，３３９ ２，２４４ １，１９３ ５９７

２２年 １８，１００ １，３７２ ３，０１２ ５，２７６ ３，１１８ １，８４０ １，７６８ １，０１１ ７０３

最上地域

�
�
�
�

１７年 ６，２３３ ７０ ４０３ １，０２０ ８８２ ８２２ １，２１７ １，０８０ ７３９

２２年 ５，５３２ ８０ ３２１ ８０４ ８０３ ６９５ １，０２５ １，０１９ ７８５

置賜地域

�
�
�
�

１７年 ９，４７１ ３２７ ９７５ １，９５７ １，４５７ １，１０３ １，４３８ １，２２４ ９９０

２２年 ７，９４４ ３０８ ７７４ １，５６１ １，１１２ ８２９ １，１９０ １，１１０ １，０６０

庄内地域

�
�
�
�

１７年 １２，８９９ ３２１ ７９２ １，７５７ １，４２８ １，２９５ ２，２６２ ２，９９４ ２，０５０

２２年 ９，２５５ ４６７ ６３９ １，４４８ １，０２２ ７５５ １，３０１ １，６９５ １，９２８

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

増

減

数
（
経
営
体
）

県 計 △９，３３１ ５２７ △８０４ △２，２７２ △１，９０９ △１，４４０ △１，８７７ △１，６５６ １００

村 山 地 域 △３，４５９ ３９０ △３６８ △１，３５１ △１，０７９ △４９９ △４７６ △１８２ １０６

最 上 地 域 △７０１ １０ △８２ △２１６ △７９ △１２７ △１９２ △６１ ４６

置 賜 地 域 △１，５２７ △１９ △２０１ △３９６ △３４５ △２７４ △２４８ △１１４ ７０

庄 内 地 域 △３，６４４ １４６ △１５３ △３０９ △４０６ △５４０ △９６１ △１，２９９ △１２２

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

増

減

率
（
％
）

県 計 △１８．６ ３１．０ △１４．５ △２０．０ △２４．０ △２５．９ △２６．２ △２５．５ ２．３

村 山 地 域 △１６．０ ３９．７ △１０．９ △２０．４ △２５．７ △２１．３ △２１．２ △１５．３ １７．８

最 上 地 域 △１１．２ １４．３ △２０．３ △２１．２ △９．０ △１５．５ △１５．８ △５．６ ６．２

置 賜 地 域 △１６．１ △５．８ △２０．６ △２０．２ △２３．７ △２４．８ △１７．２ △９．３ ７．１

庄 内 地 域 △２８．３ ４５．５ △１９．３ △１７．６ △２８．４ △４１．７ △４２．５ △４３．４ △６．０

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

構

成

比
（
％
）

総 数

�
�
�
�

１７年 １００．０ ３．４ １１．１ ２２．６ １５．９ １１．１ １４．３ １２．９ ８．７

２２年 １００．０ ５．５ １１．６ ２２．３ １４．８ １０．１ １２．９ １１．８ １１．０

村山地域

�
�
�
�

１７年 １００．０ ４．６ １５．７ ３０．７ １９．５ １０．８ １０．４ ５．５ ２．８

２２年 １００．０ ７．６ １６．６ ２９．１ １７．２ １０．２ ９．８ ５．６ ３．９

最上地域

�
�
�
�

１７年 １００．０ １．１ ６．５ １６．４ １４．２ １３．２ １９．５ １７．３ １１．９

２２年 １００．０ １．４ ５．８ １４．５ １４．５ １２．６ １８．５ １８．４ １４．２

置賜地域

�
�
�
�

１７年 １００．０ ３．５ １０．３ ２０．７ １５．４ １１．６ １５．２ １２．９ １０．５

２２年 １００．０ ３．９ ９．７ １９．７ １４．０ １０．４ １５．０ １４．０ １３．３

庄内地域

�
�
�
�

１７年 １００．０ ２．５ ６．１ １３．６ １１．１ １０．０ １７．５ ２３．２ １５．９

２２年 １００．０ ５．０ ６．９ １５．６ １１．０ ８．２ １４．１ １８．３ ２０．８
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単位：経営体、％

計 販 売 な し ５０万円未満 ５０～１００ １００～２００ ２００～３００ ３００～５００ ５００～７００

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

実

数
（
経
営
体
）

総 数
�
�
�

１７年 ５０，１６２ ２，２８９ ７，９２３ ８，３１８ １０，１５６ ５，９０４ ６，３７０ ３，２７８

２２年 ４０，８３１ １，９４０ ７，１３６ ６，９３７ ７，３９７ ４，６３９ ４，７５４ ２，６７８

村山地域
�
�
�

１７年 ２１，５５９ ８９２ ４，１４７ ４，０２７ ４，２０６ ２，２０１ ２，２７８ １，３２１

２２年 １８，１００ ７５７ ３，９０７ ３，６６７ ３，２７２ １，８３９ １，７３５ ９２８

最上地域
�
�
�

１７年 ６，２３３ ３６８ ８２４ １，０９３ １，５０６ ８２６ ７５５ ３３４

２２年 ５，５３２ ２６２ ７８５ ９１４ １，２５６ ７３５ ６７３ ３２０

置賜地域
�
�
�

１７年 ９，４７１ ５６８ １，４１７ １，５４４ １，８５０ １，０２６ １，２１６ ６１５

２２年 ７，９４４ ４４９ １，２９５ １，２５０ １，４１２ ９１８ ９４０ ５５８

庄内地域
�
�
�

１７年 １２，８９９ ４６１ １，５３５ １，６５４ ２，５９４ １，８５１ ２，１２１ １，００８

２２年 ９，２５５ ４７２ １，１４９ １，１０６ １，４５７ １，１４７ １，４０６ ８７２

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

構

成

比
（
％
）

総 数
�
�
�

１７年 １００．０ ４．６ １５．８ １６．６ ２０．２ １１．８ １２．７ ６．５

２２年 １００．０ ４．８ １７．５ １７．０ １８．１ １１．４ １１．６ ６．６

村山地域
�
�
�

１７年 １００．０ ４．１ １９．２ １８．７ １９．５ １０．２ １０．６ ６．１

２２年 １００．０ ４．２ ２１．６ ２０．３ １８．１ １０．２ ９．６ ５．１

最上地域
�
�
�

１７年 １００．０ ５．９ １３．２ １７．５ ２４．２ １３．３ １２．１ ５．４

２２年 １００．０ ４．７ １４．２ １６．５ ２２．７ １３．３ １２．２ ５．８

置賜地域
�
�
�

１７年 １００．０ ６．０ １５．０ １６．３ １９．５ １０．８ １２．８ ６．５

２２年 １００．０ ５．７ １６．３ １５．７ １７．８ １１．６ １１．８ ７．０

庄内地域
�
�
�

１７年 １００．０ ３．６ １１．９ １２．８ ２０．１ １４．３ １６．４ ７．８

２２年 １００．０ ５．１ １２．４ １２．０ １５．７ １２．４ １５．２ ９．４

１－３表 農産物販売金額規模別経営体数

１－３表 農産物販売金額規模別経営体数（つづき）

７００～
１，０００

１，０００～
１，５００

１，５００～
２，０００

２，０００～
３，０００

３，０００～
５，０００

５，０００万～
１億円

１億円以上

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

実

数
（
経
営
体
）

総 数
�
�
�

１７年 ２，７３４ １，８１０ ５１９ ４２２ ２４５ １３２ ６２

２２年 ２，４００ １，４９４ ５２４ ３９６ ２９４ １５１ ９１

村山地域
�
�
�

１７年 １，１４４ ７９４ ２３１ １７２ ７５ ４４ ２７

２２年 ９２７ ５６２ １８７ １４６ ９６ ４４ ３３

最上地域
�
�
�

１７年 ２５７ １３１ ４５ ３６ ２７ ２２ ９

２２年 ２６１ １６６ ５８ ４３ ２９ １８ １２

置賜地域
�
�
�

１７年 ５６７ ３３２ １０８ １１０ ７６ ２８ １４

２２年 ４９９ ２８８ １０６ １０１ ７３ ３６ １９

庄内地域
�
�
�

１７年 ７６６ ５５３ １３５ １０４ ６７ ３８ １２

２２年 ７１３ ４７８ １７３ １０６ ９６ ５３ ２７

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

構

成

比
（
％
）

総 数
�
�
�

１７年 ５．５ ３．６ １．０ ０．８ ０．５ ０．３ ０．１

２２年 ５．９ ３．７ １．３ １．０ ０．７ ０．４ ０．２

村山地域
�
�
�

１７年 ５．３ ３．７ １．１ ０．８ ０．３ ０．２ ０．１

２２年 ５．１ ３．１ １．０ ０．８ ０．５ ０．２ ０．２

最上地域
�
�
�

１７年 ４．１ ２．１ ０．７ ０．６ ０．４ ０．４ ０．１

２２年 ４．７ ３．０ １．０ ０．８ ０．５ ０．３ ０．２

置賜地域
�
�
�

１７年 ６．０ ３．５ １．１ １．２ ０．８ ０．３ ０．１

２２年 ６．３ ３．６ １．３ １．３ ０．９ ０．５ ０．２

庄内地域
�
�
�

１７年 ５．９ ４．３ １．０ ０．８ ０．５ ０．３ ０．１

２２年 ７．７ ５．２ １．９ １．１ １．０ ０．６ ０．３

単位：経営体、％

－２７－



１－４表 農産物販売金額第１位の部門別経営体数

計 稲 作 麦 類 作
雑穀・いも
類 ・ 豆 類

工芸農作物 露 地 野 菜 施 設 野 菜 果 樹 類

�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

実

数
（
経
営
体
）

総 数
�
�
�
１７年 ４７，８７３ ３２，６１３ ２ ２３４ ３５２ １，９４０ ９５８ ９，８８１

２２年 ３８，８９１ ２３，０７７ ９ ４２２ ２１７ ２，４３３ １，０５４ ９，８２９

村山地域
�
�
�
１７年 ２０，６６７ １０，０３０ １ ８１ ２１７ １，０６１ ４５６ ８，１６５

２２年 １７，３４３ ６，８９２ ６ １４２ １２５ １，１３２ ４２８ ８，０５３

最上地域
�
�
�
１７年 ５，８６５ ５，３８９ － ３８ ２８ ９７ ４１ １０

２２年 ５，２７０ ４，５６９ － ８９ １８ ２４３ ５９ １６

置賜地域
�
�
�
１７年 ８，９０３ ６，６７１ － ６７ ８０ １９４ ９３ １，３１０

２２年 ７，４９５ ５，３４６ ２ １０８ ４７ ２６９ ８８ １，２００

庄内地域
�
�
�
１７年 １２，４３８ １０，５２３ １ ４８ ２７ ５８８ ３６８ ３９６

２２年 ８，７８３ ６，２７０ １ ８３ ２７ ７８９ ４７９ ５６０

�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

構

成

比
（
％
）

総 数
�
�
�
１７年 １００．０ ６８．１ ０．０ ０．５ ０．７ ４．１ ２．０ ２０．６

２２年 １００．０ ５９．３ ０．０ １．１ ０．６ ６．３ ２．７ ２５．３

村山地域
�
�
�
１７年 １００．０ ４８．５ ０．０ ０．４ １．０ ５．１ ２．２ ３９．５

２２年 １００．０ ３９．７ ０．０ ０．８ ０．７ ６．５ ２．５ ４６．４

最上地域
�
�
�
１７年 １００．０ ９１．９ － ０．６ ０．５ １．７ ０．７ ０．２

２２年 １００．０ ８６．７ － １．７ ０．３ ４．６ １．１ ０．３

置賜地域
�
�
�
１７年 １００．０ ７４．９ － ０．８ ０．９ ２．２ １．０ １４．７

２２年 １００．０ ７１．３ ０．０ １．４ ０．６ ３．６ １．２ １６．０

庄内地域
�
�
�
１７年 １００．０ ８４．６ ０．０ ０．４ ０．２ ４．７ ３．０ ３．２

２２年 １００．０ ７１．４ ０．０ ０．９ ０．３ ９．０ ５．５ ６．４

単位：経営体、％

１－４表 農産物販売金額第１位の部門別経営体数（つづき）

花き・花木
そ の 他 の
作 物

酪 農 肉 用 牛 養 豚 養 鶏 養 蚕
そ の 他 の
畜 産

�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

実

数
（
経
営
体
）

総 数
�
�
�
１７年 ４６９ ２９１ ４３６ ４６６ １５１ ５７ ８ １５

２２年 ５０５ ４０２ ３２６ ４４４ １０５ ４３ ５ ２０

村山地域
�
�
�
１７年 ２３８ ８４ １７１ １２５ １４ １７ ２ ５

２２年 ２４１ ６９ １１９ １０６ １０ １２ ２ ６

最上地域
�
�
�
１７年 ３２ ９２ ５７ ６５ ７ ６ １ ２

２２年 ４８ ９３ ４４ ７７ ６ ５ － ３

置賜地域
�
�
�
１７年 ５６ ４２ １７５ １６９ ２７ １０ ４ ５

２２年 ６２ ３２ １４０ １６６ ２４ ５ ２ ４

庄内地域
�
�
�
１７年 １４３ ７３ ３３ １０７ １０３ ２４ １ ３

２２年 １５４ ２０８ ２３ ９５ ６５ ２１ １ ７

�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

構

成

比
（
％
）

総 数
�
�
�
１７年 １．０ ０．６ ０．９ １．０ ０．３ ０．１ ０．０ ０．０

２２年 １．３ １．０ ０．８ １．１ ０．３ ０．１ ０．１ ０．０

村山地域
�
�
�
１７年 １．２ ０．４ ０．８ ０．６ ０．１ ０．１ ０．０ ０．０

２２年 １．４ ０．４ ０．７ ０．６ ０．１ ０．１ ０．０ ０．０

最上地域
�
�
�
１７年 ０．５ １．６ １．０ １．１ ０．１ ０．１ ０．０ ０．０

２２年 ０．９ １．８ ０．８ １．５ ０．１ ０．１ － ０．１

置賜地域
�
�
�
１７年 ０．６ ０．５ ２．０ １．９ ０．３ ０．１ ０．０ ０．１

２２年 ０．８ ０．４ １．９ ２．２ ０．３ ０．１ ０．０ ０．０

庄内地域
�
�
�
１７年 １．１ ０．６ ０．３ ０．９ ０．８ ０．２ ０．０ ０．０

２２年 １．８ ２．４ ０．３ １．１ ０．７ ０．２ ０．０ ０．１

単位：経営体、％

注：販売した経営体数を１００．０％とした割合である。

注：販売した経営体数を１００．０％とした割合である。

－２８－



１－５表 農業経営組織別経営体数

合 計

単 一 経 営

計 稲 作 麦 類 作
雑穀・いも
類・豆類

工 芸
農 作 物

露地野菜 施設野菜 果 樹 類

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

実

数
（
経
営
体
）

県 計 ３８，８９１ ２８，３０５ １８，４１０ ８ ３５９ ８９ １，０６１ ３０９ ６，９７６

村 山 地 域 １７，３４３ １１，８０７ ４，９３３ ５ １１１ ４２ ４２１ １２６ ５，８３２

最 上 地 域 ５，２７０ ４，３８１ ４，０５２ － ８２ ７ ８３ １８ １１

置 賜 地 域 ７，４９５ ５，６４３ ４，４４６ ２ ９７ ２６ １０５ ３０ ６９７

庄 内 地 域 ８，７８３ ６，４７４ ４，９７９ １ ６９ １４ ４５２ １３５ ４３６

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

構

成

比
（
％
）

県 計 １００．０ ７２．８ ４７．３ ０．０ ０．９ ０．２ ２．７ ０．８ １７．９

村 山 地 域 １００．０ ６８．１ ２８．４ ０．０ ０．６ ０．２ ２．４ ０．７ ３３．６

最 上 地 域 １００．０ ８３．１ ７６．９ － １．６ ０．１ １．６ ０．３ ０．２

置 賜 地 域 １００．０ ７５．３ ５９．３ ０．０ １．３ ０．３ １．４ ０．４ ９．３

庄 内 地 域 １００．０ ７３．７ ５６．７ ０．０ ０．８ ０．２ ５．１ １．５ ５．０

注：販売した経営体数を１００．０％とした割合である。

単位：経営体、％

１－５表 農業経営組織別経営体数（つづき）

単 一 経 営

複合経営
花き・花木

その他の
作 物

酪 農 肉 用 牛 養 豚 養 鶏
その他の
畜 産

養 蚕

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

実

数
（
経
営
体
）

県 計 ２４２ ２９９ ２０９ ２２２ ７２ ３４ １ １４ １０，５８６

村 山 地 域 １３３ ４４ ７７ ６１ ６ １０ － ６ ５，５３６

最 上 地 域 １９ ５３ １９ ２７ ４ ４ － ２ ８８９

置 賜 地 域 ３３ １９ ９８ ７２ １３ ２ １ ２ １，８５２

庄 内 地 域 ５７ １８３ １５ ６２ ４９ １８ － ４ ２，３０９

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

構

成

比
（
％
）

県 計 ０．６ ０．８ ０．５ ０．６ ０．２ ０．１ ０．０ ０．０ ２７．２

村 山 地 域 ０．８ ０．３ ０．４ ０．４ ０．０ ０．１ － ０．０ ３１．９

最 上 地 域 ０．４ １．０ ０．４ ０．５ ０．１ ０．１ － ０．０ １６．９

置 賜 地 域 ０．４ ０．３ １．３ １．０ ０．２ ０．０ ０．０ ０．０ ２４．７

庄 内 地 域 ０．６ ２．１ ０．２ ０．７ ０．６ ０．２ － ０．０ ２６．３

注：販売した経営体数を１００．０％とした割合である。

単位：経営体、％

－２９－



１－６表 農業生産関連事業を行っている事業種類別経営体数
単位：経営体、％

農産物の加工
貸 農 園 ・
体験農園等

観光農園 農家民宿
農 家
レストラン

海外への輸出

�
��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

実

数
（
経
営
体
）

総 数
�
�

�
�

１７年 ６５３ １１４ ３４９ ２１ ３１ …

２２年 ８２３ １２３ ３９４ ３２ ５０ ２２

村山地域
�
�

�
�

１７年 ２１０ ５８ ２４８ ８ ８ …

２２年 ２８２ ５０ ２６８ ９ ２１ １６

最上地域
�
�

�
�

１７年 ７３ ４ ６ １ ５ …

２２年 １１３ １０ １１ ５ ６ １

置賜地域
�
�

�
�

１７年 １２８ ２８ ６７ ６ １１ …

２２年 １５８ ２８ ８１ １１ １５ ２

庄内地域
�
�

�
�

１７年 ２４２ ２４ ２８ ６ ７ …

２２年 ２７０ ３５ ３４ ７ ８ ３

�
�
�
�
�
�
�
�
�

増

減

率
（
％
）

県 計 ２６．０ ７．９ １２．９ ５２．４ ６１．３ …

村 山 地 域 ３４．３ △１３．８ ８．１ １２．５ １６２．５ …

最 上 地 域 ５４．８ １５０．０ ８３．３ ４００．０ ２０．０ …

置 賜 地 域 ２３．４ ０．０ ２０．９ ８３．３ ３６．４ …

庄 内 地 域 １１．６ ４５．８ ２１．４ １６．７ １４．３ …

１－７表 農産物出荷先別経営体数

計
農産物の
販売なし

農 産 物 の
販売のあっ
た 経 営 体

農産物の出荷先

農協
農協以外の
集出荷団体

卸売市場 小売業者
食品製造・
外 食 産 業

消費者に
直接販売

その他

�
��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

実

数
（
経
営
体
）

総 数
�
�

�
�

１７年 ５０，１６２ ２，２８９ ４７，８７３ ４１，６１４ ７，２８８ ６，６３９ ２，１６６ ５１７ １０，３７０ １，９３２

２２年 ４０，８３１ １，９４０ ３８，８９１ ３２，２３４ ７，２５２ ５，６３３ １，８０９ ３８３ ７，７０３ ８９６

村山地域
�
�

�
�

１７年 ２１，５５９ ８９２ ２０，６６７ １７，４６４ ３，３８０ ４，３１８ １，１４４ ２１０ ６，１７８ ８３２

２２年 １８，１００ ７５７ １７，３４３ １３，９８４ ３，２０２ ３，７０８ ８９４ １３１ ４，３２０ ４３５

最上地域
�
�

�
�

１７年 ６，２３３ ３６８ ５，８６５ ４，９９４ １，０３５ １３３ ２０１ ３４ ５１５ ２１１

２２年 ５，５３２ ２６２ ５，２７０ ４，３１８ １，２０９ １１４ ２２６ ３０ ４２２ ９１

置賜地域
�
�

�
�

１７年 ９，４７１ ５６８ ８，９０３ ７，４３１ １，８７２ ８７８ ４０６ １１１ １，８７０ ３８６

２２年 ７，９４４ ４４９ ７，４９５ ５，９７１ １，８４５ ７８０ ３６０ ７１ １，５８９ １７１

庄内地域
�
�

�
�

１７年 １２，８９９ ４６１ １２，４３８ １１，７２５ １，００１ １，３１０ ４１５ １６２ １，８０７ ５０３

２２年 ９，２５５ ４７２ ８，７８３ ７，９６１ ９９６ １，０３１ ３２９ １５１ １，３７２ １９９

�
�
�
�
�
�
�
�
�

増

減

率
（
％
）

県 計 △１８．６ △１５．２ △１８．８ △２２．５ △０．５ △１５．２ △１６．５ △２５．９ △２５．７ △５３．６

村 山 地 域 △１６．０ △１５．１ △１６．１ △１９．９ △５．３ △１４．１ △２１．９ △３７．６ △３０．１ △４７．７

最 上 地 域 △１１．２ △２８．８ △１０．１ △１３．５ １６．８ △１４．３ １２．４ △１１．８ △１８．１ △５６．９

置 賜 地 域 △１６．１ △２１．０ △１５．８ △１９．６ △１．４ △１１．２ △１１．３ △３６．０ △１５．０ △５５．７

庄 内 地 域 △２８．３ ２．４ △２９．４ △３２．１ △０．５ △２１．３ △２０．７ △６．８ △２４．１ △６０．４

単位：経営体、％

－３０－



１－８表 経営耕地面積の推移

合 計 田 畑 樹 園 地

実経営体数 面 積 実経営体数 面 積 実経営体数 面 積 実経営体数 面 積

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

実

数
（
経
営
体
）

総 数

�
�
�
�

１７年 ４９，５４５ １０６，８７３ ４５，５３４ ８８，５１０ ３６，０１８ ９，５８３ １７，６０６ ８，７８０

２２年 ４０，２４１ １０４，６８６ ３４，３２８ ８７，１０９ ２８，８７４ ９，２９６ １５，１７８ ８，２８２

村山地域

�
�
�
�

１７年 ２１，３９２ ３０，３０６ １８，４２２ １９，８４５ １５，０９８ ３，８７４ １２，４１３ ６，５８７

２２年 １７，９４１ ２９，４２３ １３，６３１ １９，４７９ １２，３４９ ３，６５８ １０，８６３ ６，２８５

最上地域

�
�
�
�

１７年 ６，１７６ １５，９６３ ６，１１４ １４，６８１ ４，７８６ １，２３０ １７０ ５２

２２年 ５，４７０ １５，４７２ ５，４０５ １４，１１１ ４，１９８ １，３１５ １３６ ４６

置賜地域

�
�
�
�

１７年 ９，３０５ ２２，２１６ ８，８１１ １８，９９１ ７，４８７ ２，０７４ ２，３５１ １，１５１

２２年 ７，８１１ ２１，６２８ ７，２４８ １８，５３９ ６，０９６ ２，０３６ ２，０４３ １，０５３

庄内地域

�
�
�
�

１７年 １２，６７２ ３８，３８８ １２，１６７ ３４，９９２ ８，６４７ ２，４０５ ２，６７２ ９９０

２２年 ９，０１９ ３８，１６３ ８，０４４ ３４，９８０ ６，２３１ ２，２８６ ２，１３６ ８９７

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

増

減

数
（
経
営
体
）

総 数��２２－１７ △９，３０４ △２，１８７ △１１，２０６ △１，４０１ △７，１４４ △２８７ △２，４２８ △４９８

村山地域��２２－１７ △３，４５１ △８８３ △４，７９１ △３６６ △２，７４９ △２１６ △１，５５０ △３０２

最上地域��２２－１７ △７０６ △４９１ △７０９ △５７０ △５８８ ８５ △３４ △６

置賜地域��２２－１７ △１，４９４ △５８８ △１，５６３ △４５２ △１，３９１ △３８ △３０８ △９８

庄内地域��２２－１７ △３，６５３ △２２５ △４，１２３ △１２ △２，４１６ △１１９ △５３６ △９３

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

構

成

比
（
％
）

総 数

�
�
�
�

１７年 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

２２年 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

村山地域

�
�
�
�

１７年 ４３．２ ２８．４ ４０．５ ２２．４ ４１．９ ４０．４ ７０．５ ７５．０

２２年 ４４．６ ２８．１ ３９．７ ２２．４ ４２．８ ３９．４ ７１．６ ７５．９

最上地域

�
�
�
�

１７年 １２．５ １４．９ １３．４ １６．６ １３．３ １２．８ １．０ ０．６

２２年 １３．６ １４．８ １５．７ １６．２ １４．５ １４．１ ０．９ ０．６

置賜地域

�
�
�
�

１７年 １８．８ ２０．８ １９．４ ２１．５ ２０．８ ２１．６ １３．４ １３．１

２２年 １９．４ ２０．７ ２１．１ ２１．３ ２１．１ ２１．９ １３．５ １２．７

庄内地域

�
�
�
�

１７年 ２５．６ ３５．９ ２６．７ ３９．５ ２４．０ ２５．１ １５．２ １１．３

２２年 ２２．４ ３６．５ ２３．４ ４０．２ ２１．６ ２４．６ １４．１ １０．８

単位：経営体、ha

－３１－



１－９表 耕地の借入れ、貸付けのある経営体数と面積

借 入 耕 地 貸 付 耕 地

実 経 営 体 数 面 積 実 経 営 体 数 面 積

平．１７ 平．２２ 増減率 平．１７ 平．２２ 増減率 平．１７ 平．２２ 増減率 平．１７ 平．２２ 増減率

県 計 １７，４３８ １５，２６４ △１２．５ ２４，２７８ ３８，７１８ ５９．５ ９，３１９ １２，３３２ ３２．３ ５，０４７ １０，３８７ １０５．８

村 山 地 域 ６，５７５ ５，７０８ △１３．２ ６，６２４ ９，９２１ ４９．８ ４，３１０ ６，０６４ ４０．７ １，８２１ ３，４９９ ９２．１

最 上 地 域 ２，０５９ ２，０７１ ０．６ ２，６１４ ３，５１２ ３４．４ ８１６ １，４６６ ７９．７ ５２８ １，３２３ １５０．６

置 賜 地 域 ３，９２５ ３，５９５ △８．４ ６，５４４ ７，７０９ １７．８ １，８８３ １，９６２ ４．２ １，０６４ １，２９９ ２２．１

庄 内 地 域 ４，８７９ ３，８９０ △２０．３ ８，４９６ １７，５７６ １０６．９ ２，３１０ ２，８４０ ２２．９ １，６３６ ４，２６７ １６０．８

単位：経営体、ha、％

１－１０表 耕作放棄地のある経営体数と面積

耕 作 放 棄 地

実 経 営 体 数 面 積

平．１７ 平．２２ 増減率 平．１７ 平．２２ 増減率

県 計 １１，０６９ ９，１５５ △１７．３ ３，２２２ ２，９７７ △７．６

村 山 地 域 ５，９７３ ４，９５５ △１７．０ １，７００ １，５６３ △８．１

最 上 地 域 １，１３０ １，０８７ △３．８ ３７９ ４１０ ８．２

置 賜 地 域 ２，２２１ １，９６１ △１１．７ ６６５ ６２０ △６．８

庄 内 地 域 １，７４５ １，１５２ △３４．０ ４７９ ３８４ △１９．８

単位：経営体、ha、％

－３２－



１－１１表 家畜の飼養状況

乳 用 牛 肉 用 牛 豚 採 卵 鶏

飼 養
経 営 体 数

飼 養 頭 数
飼 養
経 営 体 数

飼 養 頭 数
飼 養
経 営 体 数

飼 養 頭 数
飼 養
経 営 体 数

飼 養 羽 数
（１００羽）

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

実

数
（
頭
・
百
羽
）

総 数

�
�
�
�

１７年 ５０５ １６，０６３ １，０８６ ３１，２７２ １７３ １５６，４５８ １２７ ７，４２１

２２年 ４０９ １５，４２９ ９３７ ３６，４３９ １２２ １４１，２９６ ８９ ５，９７３

村山地域

�
�
�
�

１７年 １９２ ５，０８５ １９８ １１，９０９ １７ ２８，８８１ ２８ ２，６５９

２２年 １３１ ３，７７８ １５７ １４，２７５ １４ ２８，７３１ ２５ １，８８７

最上地域

�
�
�
�

１７年 ７５ ２，０１４ ２５８ ４，９６３ ８ ３，８７０ ２４ ９６

２２年 ６２ １，６４９ ２４８ ６，９９０ ６ ８，１５４ １５ ４９

置賜地域

�
�
�
�

１７年 １９６ ７，８８２ ４１３ ８，２６５ ３６ ３２，５０６ ３６ １３１

２２年 １７３ ８，９２１ ３６０ ９，５４０ ３０ ３６，３７１ ２６ ９３

庄内地域

�
�
�
�

１７年 ４２ １，０８２ ２１７ ６，１３５ １１２ ９１，２０１ ３９ ４，５３４

２２年 ４３ １，０８１ １７２ ５，６３４ ７２ ６８，０４０ ２３ ３，９４５

飼 養
経 営 体 率

１ 経 営 体
当たり頭数

飼 養
経 営 体 率

１ 経 営 体
当たり頭数

飼 養
経 営 体 率

１ 経 営 体
当たり頭数

飼 養
経 営 体 率

１経営体当たり
羽数（１００羽 ）

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

飼
養
経
営
体
率（
％
）及
び
一
経
営
体
当
た
り
頭
羽
数（
頭
・
百
羽
）

総 数

�
�
�
�

１７年 １．０ ３１．８ ２．２ ２８．８ ０．３ ９０４．４ ０．３ ５８．４

２２年 １．０ ３７．７ ２．３ ３８．９ ０．３ １，１５８．２ ０．２ ６７．１

村山地域

�
�
�
�

１７年 ０．９ ２６．５ ０．９ ６０．１ ０．１ １，６９８．９ ０．１ ９５．０

２２年 ０．７ ２８．８ ０．９ ９０．９ ０．１ ２，０５２．２ ０．１ ７５．５

最上地域

�
�
�
�

１７年 １．２ ２６．９ ４．１ １９．２ ０．１ ４８３．８ ０．４ ４．０

２２年 １．１ ２６．６ ４．５ ２８．２ ０．１ １，３５９．０ ０．３ ３．３

置賜地域

�
�
�
�

１７年 ２．１ ４０．２ ４．４ ２０．０ ０．４ ９０２．９ ０．４ ３．６

２２年 ２．２ ５１．６ ４．５ ２６．５ ０．４ １，２１２．４ ０．３ ３．６

庄内地域

�
�
�
�

１７年 ０．３ ２５．８ １．７ ２８．３ ０．９ ８１４．３ ０．３ １１６．３

２２年 ０．５ ２５．１ １．９ ３２．８ ０．８ ９４５．０ ０．２ １７１．５

単位：経営体、頭、１００羽、％

注：飼養経営体率＝飼養経営体数／農業経営体数×１００．０
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２ 総 農 家 数

２－１表 総農家数

実 数

平．７ 平．１２ 平．１７ 平．２２

総農家数 販売農家 自給的農家 総農家数 販売農家 自給的農家 総農家数 販売農家 自給的農家 総農家数 販売農家 自給的農家

県 計 ７５，０９０ ６３，７８５ １１，３０５ ６７，５７２ ５６，６４４ １０，９２８ ６１，５６７ ４９，０１３ １２，５５４ ５３，４７７ ３９，１１２ １４，３６５

村 山 地 域 ３２，８５８ ２７，１９７ ５，６６１ ２９，９８２ ２４，２８１ ５，７０１ ２７，５９２ ２１，０８０ ６，５１２ ２４，８３３ １７，３０６ ７，５２７

最 上 地 域 ８，５９５ ７，７５８ ８３７ ７，８１７ ６，９６１ ８５６ ７，１７１ ６，１５８ １，０１３ ６，４５６ ５，４１８ １，０３８

置 賜 地 域 １５，３４２ １２，５６４ ２，７７８ １３，６５６ １１，０２３ ２，６３３ １２，１５２ ９，１８４ ２，９６８ １０，８１９ ７，６６１ ３，１５８

庄 内 地 域 １８，２９５ １６，２６６ ２，０２９ １６，１１７ １４，３７９ １，７３８ １４，６５２ １２，５９１ ２，０６１ １１，３６９ ８，７２７ ２，６４２

単位：戸、％

２－１表 総農家数（つづき）

増 減 率

平．７／平．１２ 平．１２／平．１７ 平．１７／平．２２

総農家数 販売農家 自給的農家 総農家数 販売農家 自給的農家 総農家数 販売農家 自給的農家

県 計 △１０．０ △１１．２ △３．３ △８．９ △１３．５ １４．９ △１３．１ △２０．２ １４．４

村 山 地 域 △８．８ △１０．７ ０．７ △８．０ △１３．２ １４．２ △１０．０ △１７．９ １５．６

最 上 地 域 △９．１ △１０．３ ２．３ △８．３ △１１．５ １８．３ △１０．０ △１２．０ ２．５

置 賜 地 域 △１１．０ △１２．３ △５．２ △１１．０ △１６．７ １２．７ △１１．０ △１６．６ ６．４

庄 内 地 域 △１１．９ △１１．６ △１４．３ △９．１ △１２．４ １８．６ △２２．４ △３０．７ ２８．２

単位：戸、％
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３ 販 売 農 家

３－１表 専兼業別農家数

実 数 （戸） 構 成 比 （％）

計 専業農家 兼業農家 計 専業農家 兼業農家男子生産
年齢人口
が い る

第 １ 種
兼業農家

第 ２ 種
兼業農家

男子生産
年齢人口
が い る

第 １ 種
兼業農家

第 ２ 種
兼業農家

総 数
�
�

�
�

１７年 ４９，０１３ ６，４０９ ３，２０３ ４２，６０４ １２，５４７ ３０，０５７ １００．０ １３．１ ６．５ ８６．９ ２５．６ ６１．３

２２年 ３９，１１２ ６，９２４ ３，５２０ ３２，１８８ ８，９４２ ２３，２４６ １００．０ １７．７ ９．０ ８２．３ ２２．９ ５９．４

村山地域
�
�

�
�

１７年 ２１，０８０ ３，４９６ １，５８２ １７，５８４ ４，７１０ １２，８７４ １００．０ １６．６ ７．５ ８３．４ ２２．３ ６１．１

２２年 １７，３０６ ３，７１５ １，６８２ １３，５９１ ３，４６５ １０，１２６ １００．０ ２１．５ ９．７ ７８．５ ２０．０ ５８．５

最上地域
�
�

�
�

１７年 ６，１５８ ４６２ ２５２ ５，６９６ １，５２９ ４，１６７ １００．０ ７．５ ４．１ ９２．５ ２４．８ ６７．７

２２年 ５，４１８ ６４７ ３８０ ４，７７１ １，３０９ ３，４６２ １００．０ １１．９ ７．０ ８８．１ ２４．２ ６３．９

置賜地域
�
�

�
�

１７年 ９，１８４ １，０７３ ５６２ ８，１１１ ２，４８４ ５，６２７ １００．０ １１．７ ６．１ ８８．３ ２７．０ ６１．３

２２年 ７，６６１ １，３６１ ７４４ ６，３００ １，７５６ ４，５４４ １００．０ １７．８ ９．７ ８２．２ ２２．９ ５９．３

庄内地域
�
�

�
�

１７年 １２，５９１ １，３７８ ８０７ １１，２１３ ３，８２４ ７，３８９ １００．０ １０．９ ６．４ ８９．１ ３０．４ ５８．７

２２年 ８，７２７ １，２０１ ７１４ ７，５２６ ２，４１２ ５，１１４ １００．０ １３．８ ８．２ ８６．２ ２７．６ ５８．６

単位：戸、％

４ 林 業 経 営 体

４－１表 保有山林面積規模別経営体数

計 保有山林なし ３ha未満 ３～５ha ５～１０ １０～２０ ２０～３０ ３０～５０ ５０～１００１００～５００５００～１，０００１，０００ha以上

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

実

数
（
経
営
体
）

県 計 ２，７５１ ２５ ２１ ８８３ ８３０ ５１２ １６１ １４９ ８４ ７１ ７ ８

村山地域 ７０３ ６ ８ ２２２ １９６ １２９ ５０ ３５ ２７ ２５ ２ ３

最上地域 ５６０ １１ ７ ２１３ １７５ ９０ ２０ ２６ ６ １１ １ －

置賜地域 ３３９ ５ ４ ６１ ８３ ７２ ２４ ３９ ２１ ２４ ３ ３

庄内地域 １，１４９ ３ ２ ３８７ ３７６ ２２１ ６７ ４９ ３０ １１ １ ２

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

構

成

比
（
％
）

県 計 １００．０ ０．９ ０．８ ３２．１ ３０．２ １８．６ ５．９ ５．４ ３．１ ２．６ ０．３ ０．３

村山地域 １００．０ ０．９ １．１ ３１．６ ２７．９ １８．３ ７．１ ５．０ ３．８ ３．６ ０．３ ０．４

最上地域 １００．０ ２．０ １．３ ３８．０ ３１．３ １６．１ ３．６ ４．６ １．１ ２．０ ０．２ －

置賜地域 １００．０ １．５ １．２ １８．０ ２４．５ ２１．２ ７．１ １１．５ ６．２ ７．１ ０．９ ０．９

庄内地域 １００．０ ０．３ ０．２ ３３．７ ３２．７ １９．２ ５．８ ４．３ ２．６ １．０ ０．１ ０．２

単位：経営体、％
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●農家の定義の推移

� 「農家」とは、調査日現在の経営耕地面積が１０ａ以上の「農業を営む」世帯及び経営耕地面積がこの規定に達しな

いか全くないものでも、調査期日前１年間における農産物販売金額が一定額以上あった世帯をいう。（後者を「例外

規定農家」という。）この場合の農産物販売金額の下限は、５年ごとに行う農（林）業センサスにおいて決定されて

いる。１９６０年世界農林業センサスでは２万円以上、１９６５年農業センサスでは３万円以上、１９７０年世界農林業センサス

では５万円以上、１９７５年農業センサスでは７万円以上、１９８０年世界農林業センサス及び１９８５年農業センサスでは１０万

円以上、１９９０年世界農林業センサス及び１９９５年農業センサスでは１５万円以上とされた。

また、１９９０年世界農林業センサスから、調査農家を「販売農家」（経営耕地面積３０ａ以上又は農産物販売金額５０万

円以上）と「自給的農家」（経営耕地面積３０ａ未満かつ農産物販売金額５０万円未満）に区分した。

� 「農業を営む」とは、営利又は自家消費のための耕種、養蚕、養畜又は自家生産の農産物を原料とする加工を行う

ことをいう。

参 考 表

第１表 農家数の推移

調 査 年 西 暦 総 農 家 数 調 査 年 西 暦 総 農 家 数

※昭和２５年 １９５０年 １１２，９３５ ※昭和５０年 １９７５年 １０６，３５３
２６ １９５１ １１２，９７４ ５１ １９７６ １０５，４３２
２７ １９５２ １１２，３９０ ５２ １９７７ １０４，４４１
２８ １９５３ １１３，５１１ ５３ １９７８ １０３，３７６
２９ １９５４ １１４，２９２ ５４ １９７９ １０２，３５５

※ ３０ １９５５ １１５，０３９ ※ ５５ １９８０ １００，５９７
３１ １９５６ １１４，７５１ ５７ １９８２ ９６，６４１
３２ １９５７ １１４，６６６ ※ ６０ １９８５ ９２，７７６
３３ １９５８ １１４，９６０ ６２ １９８７ ８９，５４８
３４ １９５９ １１５，１６８ ※平成２年 １９９０ ８３，９９９

※ ３５ １９６０ １１７，１４６ ４ １９９２ ７９，８２１
３６ １９６１ １１６，９２６ ※ ７ １９９５ ７５，０９０
３７ １９６２ １１６，６８８ ９ １９９７ ７１，４５８
３８ １９６３ １１６，３４２ ※ １２ ２０００ ６７，５７２
３９ １９６４ １１５，７７８ ※ １７ ２００５ ６１，５６７

※ ４０ １９６５ １１５，２１５ ※ ２２ ２０１０ ５３，４７７
４１ １９６６ １１４，８７３
４２ １９６７ １１４，３７３
４３ １９６８ １１３，６６９
４４ １９６９ １１３，１４３

※ ４５ １９７０ １１２，３４７
４６ １９７１ １１１，３３８
４７ １９７２ １１０，１９１
４８ １９７３ １０９，０４４
４９ １９７４ １０７，７４６

注）※は農（林）業センサスである。それ以外は、山形県農業基本調査による。
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